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サイバーセキュリティ政策の経緯
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情報セキュリティポリシー
に関するガイドライン

（2000.7 情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策推進会議決定）

政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準

内閣官房情報セキュリティセンター (2005.4 設置)

情報セキュリティ政策会議 (2005.5 設置)
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積極的な対処が求められる時代に

○今後の重要な環境変化
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重要インフラのサイバーテロ
対策に係る特別行動計画

（2000.12 情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策推進会議決定）

第1版 (2005.12.13 政策会議決定)
第2版 (2007.6.14 政策会議決定)
第3版 (2008.2.4 政策会議決定)

重要インフラの情報セキュリティ
対策に係る行動計画

（2005.12.13 政策会議決定）

第１次
情報ｾｷｭﾘﾃｨ基本計画

（2006.2.2 政策会議決定）

第２次
情報ｾｷｭﾘﾃｨ基本計画
（2009.2.3 政策会議決定）

第4版 (2009.2.3 政策会議決定)
平成23年度版 (2011.5.11 政策会議決定)
平成24年度版 (2012.4.21 政策会議決定)

重要インフラの情報セキュリティ
対策に係る第2次行動計画

（2009.2.3 政策会議決定）

政府機関対策

重要ｲﾝﾌﾗ対策
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内閣官房
情報セキュリティ対策推進室

(2000.2設置)

国民を守る情報ｾｷｭﾘﾃｨ戦略
（2010.5.11 政策会議決定）

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ戦略
（2013.6.10 政策会議決定）

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ戦略
（2015.9.4 閣議決定）
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重要インフラの情報ｾｷｭﾘﾃｨ
対策に係る第3次行動計画
（2014.5.19 政策会議決定,
2015.5.25 戦略本部改訂）
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(2010.5.11 IT戦略本部決定)

参考：IT利活用

世界最先端ＩＴ国家創造宣言
(2013.6.14 閣議決定, 2014.6.24 改定,

2015.6.30 改定）
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平成26年度版
(2014.5.19 政策会議決定)

内閣官房内閣ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｾﾝﾀｰ (2015.1設置)

サイバーセキュリティ戦略本部 (2015.1設置)

GSOC (2008.4 運用開始)
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第３次行動計画の基本的考え方・要点
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～ 行動計画推進に当たって期待する関係主体、更には事業者等の経営層に期待すること ～

各関係主体（重要インフラ事業者等、政府機関、情報セキュリティ関係機関等）の在り方
• 自らの状況を正しく認識し、活動目標を主体的に策定するとともに、各々必要な取組の中で定期的に自らの対策・施策の進捗状況

を確認する。また、他の関係主体の活動状況を把握し、相互に自主的に協力する。

• ＩＴ障害の規模に応じて、情報に基づく対応の５Ｗ１Ｈを理解しており、ＩＴ障害の予兆及び発生に対し冷静に対処ができる。多
様な関係主体間でのコミュニケーションが充実し、自主的な対応に加え、他の関係主体との連携、統制の取れた対応ができる。

重要インフラ事業者等の経営層の在り方
経営層は、上記の在り方に加え、以下の項目の必要性を認識し、実施できていること。

• 上記の目的達成に当たっての情報セキュリティを中心とするリスク源の認識。
• 上記のリスク源の評価及びそれに基づく優先順位を含む方針の策定。
• システムの構築・運用及び当該方針の実行に必要な計画の策定、並びに予算・体制・人材等の経営資源の継続的な確保。
• システムの運用状況の把握等を通じた当該方針の実行の有無の検証。
• 演習・訓練等を通じた他関係主体との情報共有を含む障害対応体制の検証及び改善策の有無の検証。

「基本的な考え方」

情報セキュリティ対策は、一義的には重要インフラ事業者等が自らの責任において実施するものである。
また、重要インフラ防護における官民が一丸となった取組を通じて国民の安心感の醸成を目指す。

• 重要インフラ事業者等は事業主体として、また社会的責任を負う立場としてそれぞれに対策を講じ、また継続的な改善に取り組む。

• 政府機関は、重要インフラ事業者等の情報セキュリティ対策に関する取組に対して必要な支援を行う。

• 取組に当たっては、個々の重要インフラ事業者等が単独で取り組む情報セキュリティ対策のみでは多様な脅威への対応に限界
があることから、他の関係主体との連携をも充実させる。

「重要インフラ防護」の目的

重要インフラにおけるサービスの持続的な提供を行い、自然災害やサイバー攻撃等に起因するＩＴ障害が
国民生活や社会経済活動に重大な影響を及ぼさないよう、ＩＴ障害の発生を可能な限り減らすとともに
ＩＴ障害発生時の迅速な復旧を図ることで重要インフラを防護する。


